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施策の方向１ 安定的でかつ持続的な農業を営むための生産性向上 

 

１－① 農業基盤整備の推進 

【課題】農道は道路幅が狭く未舗装なものが多い。 

 

【取組と現状】 

１）取組① 

鎌倉農業振興地域整備計画の見直し 

２）現状 

平成 30年度（2018 年度）計画見直し済み（H31.3)。 

１）取組② 

鎌倉農業振興地域整備計画の見直しに基づいて、農道整備など、積極的に農業基

盤整備の推進を図る。 

２）現状 

令和元年度（2019 年度）から令和４年度（2022 年度）にかけて、農道工事実施

中。 

３）参考 

＜農道整備事業（国庫補助事業：農地耕作条件改善事業）＞ 

農業振興地域を農地中間管理事業の重点地区に位置づけ、受益地区内における担

い手への農地 中間管理機構を活用した集積率を向上させる、中間管理事業との

連携概要、農地集積促進計画、農地耕作条件改善計画を策定することが要件。 

 

【経過】 

R1：路線①～③土質調査 

 

R2：路線①の途中及び②の工事 

                     路線④～⑥土質調査 

 

R3：路線⑤及び⑥の工事 

 

R4：路線①の残り、③及び④の工事 

 

【今後の取組】

継 続 
 

農業振興地域で農道整備を行う路線の畑で貸し借りを行っている畑の受益面積は

1.7ha・受益者数は 29 名である。農道整備実施前の初期数値は 0.3ha で、R4.3 末時

点の受益面積は 1.6ha・受益者数は 25 名であり、目標値の達成まで残りの受益面積

0.1ha・受益者数 4 名となっていることから、農地中間管理機構を通じて担い手等へ

の利用集積を順調に進めることができていると判断できる。 

また、R1～R3 までに農道整備を実施した結果、舗装された農道を利用することで農

作業の効率化が図られていると考えている。耕作者から、今後も未舗装の農道の整

備を希望する声が上がっているため引き続き、農道整備などの農業基盤整備を推進

し、農作業の効率化を目指していく必要があると考える。 

鎌倉農業振興地域整備計画は、策定（H31.3）から５年が経過することから、今後の

農道整備などの農業基盤整備について、耕作者の意見を踏まえて計画の見直しを行

う。 

資料１ 現状と課題及び今後の取組 
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１－② 遊休農地の発生防止と解消対策 

【課題】後継者不足で、農家の高齢化から遊休化が進む農地がある。 

 

【取組と現状】 

１）取組① 

遊休農地解消対策協議会を通して、遊休農地解消の取組を強化 

２）現状 

これまで、10箇所の遊休農地を解消している。平成 30 年度に農振地域から市街

化調整区域農地に活動範囲を拡大し、現在、手広一丁目で活動中。 

３）参考 

遊休農地面積 

H30：6.3ha、R1：8.0ha、R2：8.5ha、R3：6.2ha 

※R3調査方法変更 

１）取組② 

農業振興地域以外の農地の遊休農地化の原因となっている後継者不足に対応す

るため、市民農園の開設、農業サポーター制度の活用等を検討 

２）現状 

平成 30 年度（2018 年度）に第二手広市民農園を開設（６月）。ビジョン策定以

降はない。 

遊休農地は個人の財産であることから、土地所有者の意向を踏まえて活用方法を

検討している。 

農業サポーター制度については、農地が集積している関谷・城廻地域において、

地域の担い手に農地をつなぐ方針であることから、活用が限定的となっている。 

３）参考 

＜市民農園＞ 

 里山市民農園 
第一手広 

市民農園 

第二手広 

市民農園 

大船地区 

市民農園 

開設者 土地所有者 土地所有者 土地所有者 市 

場 所 

今泉台 1-1248-1 

※今泉クリーン 

センター付近 

手広 1-63-2 ほか 

※片岡幼稚園の 

入り口付近 

手広 1-350 ほか 

※片岡幼稚園 

付近 

大船 1969-2 ほか 

 

※天ヶ谷戸遊水池 

付近 

開設年 平成 23 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 7 年 

区 画 
20 区画 

(1 区画：約 33 ㎡) 

24 区画 

(1 区画：15 ㎡) 

48 区画 

(1 区画：15 ㎡) 

89 区画 

(1 区画：15 ㎡、30 ㎡) 

応募 

倍率 

（初回） 

１倍 

（初回） 

２．３倍 

（初回） 

１．１倍 

（初回） 

１．９倍 

（R4、最大値） 

＜農業サポーター＞ 
 H30 R1 R3 

認定者数 ２人 ２人 ４人 

うち待機者数

(R4.10 時点) 
２人 ２人 ４人 

 

 

【今後の取組】 

継 続 

遊休農地解消対策協議会の実践活動で解消済みの農地 10 箇所あり解消後は、本人耕

作３箇所、利用権設定による本人以外の農家耕作５箇所、農地売買２箇所となって

おり、営農再開につなげることができていることから、引き続き遊休農地の復元活

動を行い、解消に努めていく。 

また、農業振興地域外の遊休農地は、市街化調整区域に点在しており、遊休化の要

因は後継者不足（近隣に農家がいないなど）であることから、農地の貸し借りに繋

げることが困難な状況である。ニーズの高い市民農園の開設や、相談件数が増えて

いる新規就農希望者に農地をつなぐ等の取組を検討する。 
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１－③ 新規就農者の受入れと担い手の確保 

【課題】後継者不足で、高齢者の農家が増えている。 

 

【取組と現状】 

１）取組① 

かながわ農業サポーター制度や新規就農者育成総合資金などの制度を紹介。 

 

２）現状 

・サポーター制度については、相談者のニーズに応じて紹介することもあるが、

サポーター用地が少ないこともあり、積極的な紹介は行っていない。 

・新規就農者育成総合対策については、補助金交付ができるよう、具体的な制度

運用に向け、体制の整備等について検討している。 

 

３）参考 

＜サポーター用地＞ 

２箇所 2,362㎡（H30）→２箇所 2,362㎡（R3） 

＜かながわホームファーマー用地＞ 

６箇所 1,126㎡（H30）→３箇所 737㎡（R4） 

１）取組② 

県と連携し、かながわ農業アカデミーについて情報提供に努める。 

 

２）現状 

窓口に募集案内を配架し、必要に応じ情報提供を行っている。 

 

３）参考 

  新規就農相談件数 

３件（H30）→17件（R3までの合計、認定新規就農希望者２名含む） 

１）取組③ 

農業者と福祉団体などが連携して、障がい者の農業分野での就労を支援する施策

を福祉部門と共に連携していく。 

 

２）現状 

平成 30 年度に、特定非営利法人福祉農業推進機構が、関谷３筆、手広１筆の農

地を解除条件付きの利用権設定により賃借を開始している。また、手広の農地を

取得し、障がい者の就労支援事業を展開している。農水課ではその際の相談に応

じている。 

【今後の取組】 

継 続 

 

かながわ農業サポーター制度については、現状用地が少なく、H30（２箇所 2,362㎡）

以降新たな用地の紹介ができていないが、相談者のニーズに応じて紹介していく。 

新規就農相談件数については、H30の３件から R3には 17 件まで増加し、国庫補助事

業である新規就農者育成総合対策の支援についても R4.9時点で４件相談を受けてお

り、今後は、新規就農者受入れのための市の制度構築にむけて取り組み、農業者を

サポートできる体制を整える必要があると考える。新規就農に関する相談について

は、就農するために必要な知識や技術を学ぶ方法等、詳細な情報提供を行う必要が

あるため、積極的にかながわ農業アカデミーの情報提供を行い、将来の担い手の育

成に繋げていく。 

また、障がい者の就労支援事業については、H30 以降取組実績がないが、引き続き福

祉部門と連携し、障がい者の農業分野での就労を支援する施策について検討を行い、

後継者不足の解消に繋げる。 
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１－④ 【新規】地域計画の策定 

【課題】農業経営基盤強化促進法の改正に伴い、地域計画の策定が義務付けられて

いる。 

 

【取組と現状】 

１）取組 

地域における農業の将来の在り方等について、協議の場を設け、協議結果を 

踏まえ、農地の効率的かつ総合的な利用を図るため、地域計画を策定する。 

地域計画は、改正農業経営基盤強化促進法の施行日（令和５年（2023年）４月）

から２年以内（令和７年（2025年）３月）の策定が義務付けられている。 

 

２）現状 

国からは次のような事業内容が示されている。 

 ＜市町村推進事業＞ 

① 協議の場の設置に係る調整 

（関係機関や参加者との調整、話合いに向けた情報の入手・整理等） 

② 協議の実施・取りまとめ 

（話合いをコーディネートする専門家の活用、協議内容の取りまとめ等） 

③ 地域計画案の取りまとめ 

（地域計画案の作成、関係者への説明等） 

④ 地域計画の公告・周知 

（関係者、地域住民への周知等） 

 

【今後の取組】 

新 規 

「協議の実施・取りまとめ」については、農業者、市町村、農業委員会、農地バン

ク、JA、土地改良区など幅広い関係者が参加し、実施及び取りまとめを行うことが

想定されている。 

今後、関係機関との調整を行いながら、地域計画の策定について協議を行っていく。 
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施策の方向２ 市民の農業への理解の醸成と地産地消の推進 

 

２－①－ア 「鎌倉やさい」のブランド力の強化と高付加価値化の推進 

【課題①】鎌倉ブランドについて、正しい情報発信が不十分である。 

 

【取組と現状】 

１）取組① 

「かまくら直売所・朝市マップ」の作成・配布。 

 

２）現状 

H28年に「かまくら直売所・朝市マップ」を作成し、窓口に配架し、必要に応じ

市民に配布している。 

２年ごとに情報を更新している。 

 

３）参考 

平成 28年作成 

令和３年度に見直し（2,500 部作成） 

＜見直し箇所＞ 

・直売所名等の情報更新、レイアウト変更、マップ掲載直売所以外の直売所の  

案内（HPの QRコード追加） 

１）取組② 

販売促進グッズの制作等。 

 

２）現状 

・平成 30年度にのぼり旗を制作している。 

・それ以降は、新たなグッズの制作はしていない（JAに確認）。 

１）取組③ 

・正しい情報の発信（市の HP に「鎌倉やさい」のページを作成等） 

 

２）現状 

HP に掲載済み。必要に応じ情報の更新を行っている。 

 

【今後の取組】 

継 続 

市民、他市町村、観光客、メディアから直売所や朝市等に関する問合せを多く受け

ていることから、「かまくら直売所・朝市マップ」のニーズは高いと考える。引き続

き隔年（次回令和５年度）で時点修正を行い、窓口への配架、必要に応じて市民へ

配布し、掲載されていない直売所等についても、随時更新を行い、「鎌倉やさい」の

最新の正しい情報を発信する。 

また、JA と連携し、販売促進グッズ等の製作を行い、周知啓発に努める。 
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２－①－イ 「鎌倉やさい」のブランド力の強化と高付加価値化の推進 

【課題②】生産履歴を付けていることなど、新鮮・安心・安全の取組が、 

消費者に届いていない。 

 

【取組と現状】 

１）取組 

生産履歴の記帳 

 

２）現状 

・JA に出荷している農家には生産履歴の提出を義務付けている。出荷していな

い農家にも、都度口頭指導している。 

・生産履歴は作物ごとに作成するので、鎌倉のような少量多品種の作付けしてい

る農家にとっては、作成だけでも手間がかかるが、安心・安全を引き続き届ける

ための意識付けとして改定後のビジョンにも引き続き記載して欲しい。 

（JAさがみ） 

 

【今後の取組】 

継 続 

「鎌倉やさい」の生産・販売については、市内外から日々多くの問合せがある。「鎌

倉やさい」を販売できる農家は鎌倉ブランドに登録し、「新鮮」「安全」「安心」な農

産物を生産する、環境保全型の農業を目指す、「食の安全・安心」関係法令（農薬取

締法、食品衛生法等）の厳守、生産履歴を記帳し管理する等の条件に同意すること

が必要である旨を説明し、鎌倉ブランドについて周知を行っている。 

消費者に「新鮮」「安全」「安心」を届けるため、引き続き生産履歴の記帳など生産

管理の徹底に向けて、生産者への「意識付け」を図る。 

 

 

 

２－② ６次産業化の検討 

【課題】農家に６次産業化を進めるだけの能力が不足している 

 

【取組と現状】 

１）取組 

神奈川県６次産業化サポートセンターの制度や企業などの力を借りながら、 

６次産業化の研究に取組む。 

 

２）現状 

鎌倉は農地面積が狭く、量的な面での安定供給が困難なため、加工品の安定生産

には課題がある。個人レベルで６次産業化に取組む農家があるものの、農家全体

的なニーズまで把握できておらず、今後も県の制度や企業の力を借りながら６次

産業化の研究に取組むなど施策内容に限りがある。 

 

３）参考 

鎌倉の農家から農産物の加工についての問い合わせが少なからずある状況。 

（神奈川県農業技術センター） 

 

【今後の取組】 

継 続 

 

本市は農地面積が狭く、加工品の安定供給に課題がある。また、市で６次産業に関

する全体的なニーズまで把握できていないが、一部の農家で６次産業化に取組んで

いるため、今後も神奈川県農業技術センターの助言や神奈川県６次産業化サポート

センターの制度を活用しながら、６次産業化の支援を行っていく。 
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２－③－ア 農業を通じた地域貢献 

【課題①】鎌倉ブランドについて、正しい情報発信が不十分である。 

 

【取組と現状】 

１）取組① 

「秋の収穫まつり」「農産物品評会」等を通じて、市内農産物の普及を図ると  

ともに、広く市民に市内農産物の周知と理解を深める。 

 

２）現状 

新型コロナウイルス感染拡大防止の為、令和２年度と令和３年度は中止したが、

コロナが収束すれば再開する。 

１）取組② 

「親子農業体験」の一層の周知を図り、参加希望者の拡大を図ることで、農業  

の理解と地域貢献に役立てる。 

 

２）現状 

新型コロナウイルス感染拡大防止の為、令和２年度と令和３年度は中止したが、

コロナが収束すれば再開する。 

 

３）参考 

H27:参加者数 33組(抽選なし、リピーター21組) 

H28:参加者数 33組(応募 43 組、リピーター15組) 

H29:参加者数 31組(抽選なし、リピーター20組) 

H30:圃場返還のため未実施 

R1:圃場見つからず未実施 

R2:圃場見つかったがコロナで未実施 

R3:候補地でじゃがいもの作付け 

  農業体験はコロナで未実施 

 

【今後の取組】 

継 続 

「秋の収穫まつり」「農産物品評会」については、令和４年度は３年ぶりに実施予定

である。開催時には多くの市民が訪れるため、市内農産物の普及を図るとともに、

広く市民に市内農産物の周知と理解を深めることができると考える。 

「親子農業体験」については、令和４年度も新型コロナウイルス感染拡大防止の為

未実施だが、圃場でじゃがいもの作付を行い、生活困窮者や市立保育園、小学校へ

提供を行い、農業の理解と地域貢献に役立てている。じゃがいもを提供した小学校

からは「きめ細かくしっとり！甘みがあり美味しかったです。」「生産者とのつなが

りが分かり、良い食育になりました。」と好評であったことから、今後も継続して取

り組みたい。 
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２－③－イ 農業を通じた地域貢献 

【課題②】農業者から、高齢になり耕作ができない、相続で農地を取得したが耕作

ができない等の相談が寄せられる農地がある。 

 

【取組と現状】 

１）取組① 

市民農園の適正な管理運営を行っていく。 

 

２）現状 

引き続き市民農園の適正な管理運営を行う。 

 

３）参考 

  第 14期（R4.4～R6.2）の募集に当たり、運営要綱を改正の上、募集区画の見直

しを行った（80→89区画）。 

＜（再掲）市民農園＞ 

 里山市民農園 
第一手広 

市民農園 

第二手広 

市民農園 

大船地区 

市民農園 

開設者 土地所有者 土地所有者 土地所有者 市 

場 所 

今泉台 1-1248-1 

※今泉クリーン 

センター付近 

手広 1-63-2 ほか 

※片岡幼稚園の 

入り口付近 

手広 1-350 ほか 

※片岡幼稚園 

付近 

大船 1969-2 ほか 

 

※天ヶ谷戸遊水池 

付近 

開設年 平成 23 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 7 年 

区 画 
20 区画 

(1 区画：約 33 ㎡) 

24 区画 

(1 区画：15 ㎡) 

48 区画 

(1 区画：15 ㎡) 

89 区画 

(1 区画：15 ㎡、30 ㎡) 

応募 

倍率 

（初回） 

１倍 

（初回） 

２．３倍 

（初回） 

１．１倍 

（初回） 

１．９倍 

（R4、最大値） 
 

１）取組② 

農地相談会などを通して、耕作できなくなった土地を所有する農業者に制度を紹

介し検討を促すなどして、市民農園数の拡大に取組む。 

 

２）現状 

引き続き農地相談会等を実施し、制度の紹介を行っている。土地所有者の意向を

踏まえてであるが、市民農園の開設に繋げる。 

 

３）参考 

＜農地相談会実績＞ 

H30：2回 

R1：3 回 

R2：1 回（新型コロナの影響で 1回中止） 

R3：3 回 

 

【今後の取組】 

継 続 

市が開設している大船地区市民農園では、令和４年度（第 14期）が倍率 1.9倍と人

気もあり、募集終了後も、空き区画や次の募集時期についての問合せが多い。手軽

にできる家庭菜園を通して農業の理解を深めてもらうため、引き続き市民農園の適

正な管理運営を行っていく。 

また、新たな市直営の市民農園の開設を検討する必要があるが、場所の確保等課題

が多いため、これまでも、土地所有者が自ら開設し運営する市民農園の開設に向け

取組んできており、引き続き取り組みを進めていく。 
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施策の方向３ 環境と共存する農業の推進 

 

３－①－ア 農地の保全・有効活用 

【課題①】（再掲）（２－③－イ）農業者から、高齢になり耕作ができない、相続で

農地を取得したが耕作ができない等の相談が寄せられる農地がある。 

 

【取組と現状】 

１）取組 

農地の保全・有効活用を図るため、市、農業委員会、さがみ農業協同組合が連携

し、農業者からの相談などを通して、農地の貸し借りを進めることで、農地の利

用集積を推進していく。 

２）現状 

引き続き、農地の利用集積を推進していく。 

３）参考 

  ＜農地利用集積件数＞ 

H30：38件、2.19ha 

R1：16件、0.73ha 

R2: 45件、3.59ha 

R3: 27件、1.22ha 

 

【今後の取組】 

継 続 

新規就農相談件数について、平成 30年度に３件だったものが令和３年度に 17件（令

和３年度までの合計、認定新規就農希望者２名含む）まで増加し、農地の貸し借り

について相談が増えている。 

引き続き、市、農業委員会、さがみ農業協同組合が連携し、農業者からの相談など

を通して、農地の貸し借りを進め、農地の利用集積を推進していく。 

 

 

３－①－イ 農地の保全・有効活用 

【課題②】令和４年（2022年）に、30年が経過する生産緑地地区の買取申出が可能

となることによる、生産緑地地区の減少が見込まれる。 

 

【取組と現状】 

１）取組 

都市農業の持つ緑地空間の提供、雨水の貯留・浸透、生物の保全等の機能を活か

し、都市環境や自然環境との調和を図ることで、環境と共存する農業を目指す。 

⇒市街化区域内における 500 ㎡を下回る小規模な農地の維持・保全を図っていく

とともに、関係部署と連携しながら、本市の農業が持続していくように取組んで

いきます。 

２）現状 

平成 30年７月に「鎌倉市生産緑地地区の区域の規模に関する条件を定める条例」

を制定し、指定面積要件を「500 ㎡以上」から「300㎡」に引き下げた。 

引き続き、都市計画課と連携しながら、生産緑地の保全に取り組む。 

３）参考 

（生産緑地→特定生産緑地） 

H4 指定 14.32ha→R4.8 現在 12.23ha（85%）（市都市計画課に確認） 

 

【今後の取組】 

継 続 

 

都市農業の持つ緑地空間の提供、雨水の貯留・浸透、生物の保全等の機能を活かし、

都市環境や自然環境との調和を図ることで、環境と共存する農業を目指す。 
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３－② 環境保全型農業の推進 

【課題】生産履歴を付けていることなど、新鮮・安心・安全の取組が、消費者に届

いていない。 

 

【取組と現状】 

１）取組 

「食の安全・安心」関係法令（農薬取締法、食品衛生法等）を厳守する。 

生産履歴を記帳し管理すること、を遵守し安全で安心な「鎌倉やさい」を生  

産していくことで環境保全型農業を推進する。 

 

２）現状 

引き続き、関係法令を厳守し、安全安心な「鎌倉やさい」を生産していく。 

 

【今後の取組】 

（再掲）継 続 

（２－①－イ） 

鎌倉ブランドに登録するためには、「新鮮」「安全」「安心」な農産物を生産する、環

境保全型の農業を目指す、「食の安全・安心」関係法令（農薬取締法、食品衛生法等）

の厳守、生産履歴を記帳し管理する等の条件に同意することが必要となっているこ

とから、引き続き生産履歴の記帳など生産管理の徹底に向けて、生産者への「意識

付け」を図る。 

 

 

 

３－③ 【新規】有機農業推進の可能性検討 

【課題】有機農業は、環境負荷をできる限り低減した農業生産方法であり、国も新たな農

業戦略をまとめて、推進を図っているが、現状、市内での取組の実態を把握して

いない。 

 

【取組と現状】 

１）取組 

本市の農業経営の現状を踏まえつつ、今後の国、県の動向を注視しながら対応す

る。 

 

２）現状 

市内での有機農業の取組の実態は把握していないが、多くの農家では、鎌倉ブラ

ンド推進の取組の一つとして、市内で発生した植木剪定材と牛糞を混合して作る

「鎌倉ブランド堆肥」を使用した循環型農業を推進する等、環境への配慮を行い

ながら農業経営に取り組んでいる。 

 

３）参考（国の動向） 

国は、令和３年（2021 年）５月に「みどりの食料システム戦略」を策定し、令

32 年（2050年）までに目指す姿として、耕地面積に占める＊有機農業の取組面積

の割合を 25％（100万 ha）に拡大するなどの目標を設定。 

＊ 有機農業とは、「化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに

遺伝子組換え技術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境へ

の負荷をできる限り低減した農業生産の方法を用いて行われる農業」と定義さ

れている（有機農業の推進に関する法律）。 

 

【今後の取組】 

新 規 
本市の農業経営の現状を踏まえつつ、今後の国、県の動向を注視していく。 

 


